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② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

　旭市内では、テトラクロロエチレンによる汚染地域が確認され、汚染の原因究明や汚染範囲を調査を行い汚染土壌の除去及び地下水中の汚染物

質の除去を行ったが、汚染物質が地下に一部残留していることから、その挙動を把握するため地下水の水質測定を行っている。

　また、旭市内においては硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水の汚染が広範囲で確認されているが、この汚染物質の除去は難しいため、常

時地下水を飲用として使用している世帯において上水道の給水管引込みが困難な場合に限り浄水器の設置費用を助成している。

　さらに、千葉県で実施している県内全域の地下水水質調査結果を旭市の調査地点における測定結果として有効に活用している。

　平成2年にテトラクロロエチレンによる地下水及び土壌汚染が確認されたた

め、この地域の地下水が安全とされる環境基準を達成するために始まった。

また、浄水器の設置補助は、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水

の汚染が広範囲で確認されてはいるものの汚染物質の除去が難しいことか

ら安全な飲用水を確保するために始まった。

　テトラクロロエチレンによる汚染地域の地下水は全ての井戸で基準値を満

たされたことから、県と協議を重ねながら汚染地域の事業終了時期及び方法

を考えていく。また、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水の汚染は広

範囲であり、除去対策は困難であるため、今後、汚染地域の拡大を防ぐため

に対策を県を交えて考えているところである。

テトラクロロエチレンによる地下水及び土壌汚染の汚染地域では、近隣の住民か

ら事業終了を望まれている。硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水の汚染

地域における浄水器の設置補助については、ここ数年は設置補助基数が無い

状況にあるが、上水道が敷設されていない地域があるため、安全な飲用水を確

保するためには必要であるとの要望がある。
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この数年間、テトラクロロエチレンによる汚染地域は全て

の井戸で基準値を満たしている。
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了の方法について県と協議を行うことを考えている。
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